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日光労働基準監督署 

（令和６年 年間標語） 

小さなヒヤリも 大事な気づき  

声に出して災害ゼロ 

（令和６年 全国安全週間スローガン） 

危険に気付くあなたの目  

そして摘み取る危険の芽  

みんなで築く職場の安全 

 



日光労働基準監督署

死傷者 除：コロナ 死亡 死傷者 除：コロナ 死亡 死傷者 除：コロナ 死亡 除：コロナ

220 101 131 129 2 -89 28 2 -40.5% 27.7% 100.0

30 30 28 28 -2 -2 ±０ -6.7% -6.7% 21.4

10 10 8 8 -2 -2 -20.0% -20.0% 6.1

±０ ±０ ±０% ±０%

1 1 2 2 1 1 100.0% 100.0% 1.5

1 1 1 1 ±０ ±０ ±０% ±０% 0.8

3 3 3 3 ±０ ±０ ±０% ±０% 2.3

1 1 1 1 ±０ ±０ ±０% ±０% 0.8

8 8 9 9 1 1 12.5% 12.5% 6.9

±０ ±０ ±０% ±０%

2 2 3 3 1 1 50.0% 50.0% 2.3

2 2 -2 -2 -100.0% -100.0%

1 1 1 1 ±０ ±０ ±０% ±０% 0.8

1 1 -1 -1 -100.0% -100.0%

1 1 1 1 ±０ ＋∞ ＋∞ 0.8

17 17 15 15 2 -2 -2 2 -11.8% -11.8% 11.5

6 6 3 3 2 -3 -3 2 -50.0% -50.0% 2.3

4 4 7 7 3 3 75.0% 75.0% 5.3

木 造 家 屋 建 築 工 事 業 3 3 3 3 ＋∞ ＋∞ 2.3

7 7 5 5 -2 -2 -28.6% -28.6% 3.8

1 1 2 2 1 1 ±０ 100.0% 100.0% 1.5

5 5 6 6 1 1 ±０ 20.0% 20.0% 4.6

4 4 3 3 -1 -1 ±０ -25.0% -25.0% 2.3

163 44 76 74 -87 30 ±０ -53.4% 68.2% 58.0

2 2 4 4 2 2 100.0% 100.0% 3.1

1 1 1 1 ±０ ±０ ±０% ±０% 0.8

7 7 17 17 10 10 142.9% 142.9% 13.0

(注)　１．本表は､労働者死傷病報告に基づく休業４日以上の労働災害件数を暦年で集計したもの。 

　　  ２．死亡者数は内数である。

家 具 装 備 品 製 造 業

化 学 工 業

製 造 業 計

食 料 品 製 造 業

繊 維 製 品 製 造 業

そ の 他 の 事 業 計

土 木 工 事 業

建 築 工 事 業

そ の 他 の 建 設 業

交 通 運 輸 業 計

金 属 製 品 製 造 業

輸 送 用機 械器 具製 造業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

道路貨物運送・貨物取扱い業計

林 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

建 設 業 計

令和５年　業種別労働災害発生状況
(　確　定　値　)

令和5年 増減数令和4年
増減率% 構成比%

全 産 業 計

窯 業 土 石 製 品 製 造 業

木 材 木 製 品 製 造 業

日光労働基準監督署管内で転倒災害が急増しています！「ころばNice（ないっす）とちぎ」を参考に、転倒災害防止
に向けた取り組みを行ってください。

日光労働基準監督署管内の労働災害の事故の型（令和５年）
１　転倒　50件
２　墜落、転落　17件
３　動作の反動、無理な動作　16件
４　切れ、こすれ　15件

旅 館 業

新 聞 販 売 業

ゴ ル フ 場 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

上 記 以 外 の 製 造 業

土 石 採 取 業
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日光労働基準監督署

  業　　種　　別 令和4年 令和5年 増減数 増減率％ 構成比％

  農　　　業 1 1 ±０ ±０% 0.8%

  水産畜産業 1 3 2 200.0% 2.3%

  商　　　業 10 16 6 60.0% 12.2%

        
各種商品小売 1 3 2 200.0% 2.3%

新 聞 販 売 2 4 2 100.0% 3.1%

  金融広告業 3 2 -1 -33.3% 1.5%

金  融  業     3 2 -1 -33.3% 1.5%

広告・あっせん ±０ ±０%

  映画演劇業 ±０ ±０%

  通  信  業 1 2 1 100.0% 1.5%

  教育研究業 ±０ ±０%

  保健衛生業 134 15 -119 -88.8% 11.5%

医療保健業 52 2 -50 -96.2% 1.5%

社会福祉施設 81 13 -68 -84.0% 9.9%

  接客娯楽業 11 25 14 127.3% 19.1%

ゴルフ場 1 1 ±０ ±０% 0.8%

旅 館 業 7 17 10 142.9% 13.0%

  清 掃 ・と畜業 1 6 5 500.0% 4.6%

 ビル清掃 1 4 3 300.0% 3.1%

  上記以外の事業 1 6 5 500.0% 4.6%

警 備 業 ±０ ±０%

 　　　 合　　　計 163 76 -87 -53.4% 58.0%

2 2
220 131 -89 -40.5% 100.00

(注） １．休業４日以上の労働者死傷病報告による労働災害集計分

　　　２．上段の数は速報による死亡者数で内数

全 産 業

令和5年　その他の事業の労働災害発生状況  
(　確　定　値　)
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日光労働基準監督署

死傷者 除：コロナ 死亡 死傷者 除：コロナ 死亡 死傷者 除：コロナ 死亡 除：コロナ

27 27 35 35 8 8 ±0 29.6% 29.6% 100.0

3 3 7 7 4 4 133.3% 133.3% 20.0

1 1 1 1 ±０ ±0 ±０% ±０% 2.9

±０ ±0 ±０% ±０%

1 1 2 2 1 1 100.0% 100.0% 5.7

±０ ±0 ±０% ±０%

1 1 1 1 ＋∞ ＋∞ 2.9

±０ ±0 ±０% ±０%

1 1 2 2 1 1 100.0% 100.0% 5.7

±０ ±0 ±０% ±０%

1 1 1 1 ＋∞ ＋∞ 2.9

±０ ±0 ±０% ±０%

±０ ±0 ±０% ±０%

±０ ±0 ±０% ±０%

1 1 -1 -1 ±０ -100.0% -100.0%

3 3 2 2 -1 -1 ±０ -33.3% -33.3% 5.7

±０ ±0 ±０% ±０%

3 3 1 1 -2 -2 -66.7% -66.7% 2.9

木 造 家 屋 建 築 工 事 業 2 2 -2 -2 -100.0% -100.0%

1 1 1 1 ＋∞ ＋∞ 2.9

1 1 -1 -1 ±０ -100.0% -100.0%

1 1 1 1 ±０ ±0 ±０ ±０% ±０% 2.9

1 1 3 3 2 2 ±０ 200.0% 200.0% 8.6

17 17 22 22 5 5 ±０ 29.4% 29.4% 62.9

3 3 3 3 ＋∞ ＋∞ 8.6

2 2 2 2 ＋∞ ＋∞ 5.7

5 5 3 3 -2 -2 -40.0% -40.0% 8.6
(注)　１．本表は､労働者死傷病報告に基づく休業４日以上の労働災害件数を暦年で集計したもの。 

　　  ２．死亡者数は内数である。

新 聞 販 売 業

ゴ ル フ 場 業

増減率% 構成比%

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

上 記 以 外 の 製 造 業

土 石 採 取 業

建 設 業 計

一 般 機 械 器 具 製 造 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

令和6年　業種別労働災害発生状況
(令和6年4月末日現在)

令和6年 増減数令和5年

家 具 装 備 品 製 造 業

化 学 工 業

そ の 他 の 事 業 計

土 木 工 事 業

建 築 工 事 業

そ の 他 の 建 設 業

交 通 運 輸 業 計

金 属 製 品 製 造 業

輸送用機械器具製造業

旅 館 業

「令和６年度エイジフレンドリー補助金」を御活用ください！

・エイジフレンドリー補助金では、「エイジフレンドリーガイドライン」に基づき、高年齢労働者（60歳以上）の労働災害防止
に取り組む中小企業事業者の皆さまを支援しています。
・高年齢労働者の労働災害防止対策、労働者の転倒・腰痛防止のための専門家による運動指導等の実施、労働者の健
康保持増進に取り組む際は、エイジフレンドリー補助金を是非、御活用ください。
・詳しくは、右下のＱＲコードから、御確認ください。

製 造 業 計

食 料 品 製 造 業

繊 維 製 品 製 造 業

全 産 業 計

道路貨物運送・貨物取扱い業計

林 業

窯 業 土 石 製 品 製 造 業

木 材 木 製 品 製 造 業

補助金申請受付期間 令和６年５月７日～令和６年１０月３１日

エイジフレンドリー補助金
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  業　　種　　別 増減率％ 構成比％

  農　　　業 ±０ ±０%

  水産畜産業 2 -2 -100.0%

  商　　　業 2 4 2 100.0% 11.4%

        
各種商品小売 ±０ ±０%

新 聞 販 売 3 3 ＋∞ 8.6%

  金融広告業 ±０ ±０%

金  融  業     ±０ ±０%

広告・あっせん ±０ ±０%

  映画演劇業 ±０ ±０%

  通  信  業 1 6 5 500.0% 17.1%

  教育研究業 ±０ ±０%

  保健衛生業 3 4 1 33.3% 11.4%

医療保健業 1 1 ±０ ±０% 2.9%

社会福祉施設 2 3 1 50.0% 8.6%

  接客娯楽業 6 5 -1 -16.7% 14.3%

ゴルフ場 2 2 ＋∞ 5.7%

旅 館 業 5 3 -2 -40.0% 8.6%

  清 掃 ・と畜業 1 2 1 100.0% 5.7%

 ビル清掃 1 -1 -100.0%

  その他の事業 2 -2 -100.0%

警 備 業 ±０ ±０%

 　　　 合　　　計 17 22 5 29.4% 62.9%

27 35 8 29.6% 100.00

(注） １．休業４日以上の労働者死傷病報告による労働災害集計分

　　　２．上段の数は速報による死亡者数で内数

全 産 業

令和6年　その他の事業の労働災害発生状況  
(令和6年4月末日現在)

令和5年 令和6年 増減数

日光労働基準監督署
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栃木労働局
発生月 事故の型 業種

時間帯 起因物 事業場規模

１月 墜落・転落 ゴム製品製造業

11～12時 建築物、構築物 １～10人

３月 交通事故 陸上貨物運送業

21～22時 乗用車 21～30人

３月 交通事故 陸上貨物運送業

０～１時 トラック 41～50人

３月 飛来、落下 陸上貨物運送業

15時～16時 荷 31～40人

３月 転倒 病院

８時～９時 通路 51人～60人

４月 飛来、落下 陸上貨物運送業

９時～10時 トラック 10～20人

６月 交通事故 新聞販売業

４時～５時 バイク 31～40人

６月 墜落・転落 土木工事業

15時～16時 開口部 １～10人

６月 挟まれ、巻き込まれ 土石製品製造業

８時～９時 コンベア 31～40人

７月 熱中症 小売業

14時～15時 暑熱環境 １～10人

８月 崩壊・倒壊
輸送用機械器具

製造業

10時～11時 かご台車 51～60人

８月 墜落・転落 その他の事業

14時～15時 梁 １～10人

９月 交通事故 陸上貨物運送業

１時～２時 トラック １～10人

９月 転倒 その他の事業

17時～18時 作業床 41～50人

10月 崩壊・倒壊 陸上貨物取扱業

10時～11時 荷 11～20人

11月 崩壊・倒壊 食料品製造業

15時～16時 荷（機械装置） 11～20人

11月 挟まれ・巻き込まれ 金属製品製造業

８時～９時 動力機械 120～130人

11月 転倒 土木工事業

10時～11時 建設機械 １～10人

12月 交通事故 旅客運送業

19時～20時 バス １～10人

10
　被災者は、店舗内で商品の仕込み中に体調を崩し、熱中症により死亡したもの。当日の
気温は、３２℃であった。

　被災者は、フォークリフトでかご台車を運ぶ準備をしていたところ、かご台車が崩れて
下敷きとなり、死亡したもの。

11

4

　被災者は、資材置場において、パレットに乗せた重さ６５０ｋｇのペレットが入ったフレコンバッグ
をフォークリフトでコンテナへ運ぶ際、コンテナの扉付近でフォークリフトが動けなくなったため、
フォークリフトを降りて扉を開けようとしたところ、パレットが崩れ、落下したフレコンバッグに当た
り、死亡したもの。

9
　被災者は、床に設置されたコンベアの運転を停止させずに、棒で付着した土石を掻き落
としていたところ、下半身を巻き込まれ、死亡したもの。

7 被災者は、バイクを運転中、トラックと正面衝突し、死亡したもの。

5 　被災者は、敷地内の通路を歩行中、転倒し、死亡したもの。

6
　被災者は、トラックの荷台に300ｋｇのポンプを積んだ後、1,500ｋｇのタンクを積み込
んだところ、車体が傾き、ポンプが荷台から落下しそうになったため、手で押さえようと
したが、抑えきれずポンプの下敷きとなり、死亡したもの。

8
　被災者は、地山の開口部端から、２．５メートル下の掘削床に転落し重体となり入院し
ていたところ、約8か月後に合併症等により、死亡したもの。

令和５年　栃木県内における死亡労働災害発生状況

番号

3

災害の概要

　被災者は、新車を納車するため、キャリアカー（新車運搬用トラック）から降りて、新
車を下す際、後方から来た乗用車がキャリアカーの荷台に突っ込んできて、荷台にいた被
災者にぶつかり、死亡したもの。

令和５年確定値

2
　 被災者は、大型トラックを運転中、割り込んできた乗用車が突然スピンし中央分離帯
に乗り上げたため、救助しようとトラックから降りて反対車線にいたところ、道路反対側
から走行してきた乗用車にはねられ、死亡したもの。

1 　 被災者は、製品倉庫2階の高さ5ｍの荷受口から地上に転落し、死亡したもの。

19 　被災者は、道路を横断中に、バスに轢かれて死亡したもの。

12
　被災者は、サイロ上に設置されたベルトコンベアを清掃していたところ、高さ５メート
ルの梁から転落し、死亡したもの。

17
　被災者は、金属結束機を点検中、機械のアームが下降し、アームに頭を挟まれ、死亡し
たもの。

14
　被災者は、作業場の床に倒れているところを発見され、病院に救急搬送されたが、約2
か月後に死亡したもの。

16
　被災者は、据え付けるための機械装置を運搬中、台車を引き抜こうとした際に、機械装
置が倒れ、その下敷きとなって、死亡したもの。

18 　被災者は、削孔機を操作して移動中、削孔機が横転し、下敷きとなり、死亡したもの。

13
　被災者は、トレーラを運転中、対向車線にはみ出し、大型トラックと正面衝突し、死亡
したもの。

15
　被災者は、倉庫内に積まれた約７５０㎏のフレコンバッグが荷崩れを起こし、落下した
フレコンバックの下敷きとなって、死亡したもの。
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栃木労働局

発生年月 事故の型 業種

時間帯 起因物 事業場規模

令和６年２月 墜落、転落
その他の建築工

事業

14～15時
屋根、はり、も
や、けた、合掌

１～９人

令和６年２月
はさまれ、巻
き込まれ

産業廃棄物処理
業

６～７時 コンベア 21～30人

令和６年３月 墜落、転落 と畜業

９～10時 建築物、構築物 150～200人

令和６年４月 飛来、落下
特定貨物自動車

運送業

９～10時 荷姿の物 10～20人

　高層ビル向け鉄骨梁材（長さ約12ｍ・高さ約１ｍ・重さ約4.0ｔ）
をトレーラートラックの荷台に橋形クレーンを使用し積み込み、荷台
上で被災者が吊り具を外し荷台への固定作業の準備をしていたとこ
ろ、被災者に向かって梁材が倒れてきたため地上に飛び降りたもの
の、被災者が当該梁材の下敷きとなり死亡したもの。

4

3
　家畜の糞尿等を微生物分解するための浄化槽において、上部
に設けられているマンホールを開けて水位を確認しようとした
ところ、槽内に墜落し、死亡したもの。

令和６年　栃木県内における死亡労働災害発生状況

番号

2

災害の概要

　被災者の同僚がインカムを用いて、被災者らに対し、
コンベア作業の試運転開始の合図を行い、試運転を開始
した数分後、何らかの理由で被災者が当該コンベアに巻
き込まれて死亡したもの。

令和６年４月末日現在

1

　私宅敷地内に併設された納屋において、当該納屋のス
レート屋根上で、踏み抜き防止措置を講じぬまま当該ス
レート屋根の補強屋根葺きをしていたところ、当該ス
レート屋根を踏み抜き、死亡したもの。
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事故の型
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日
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労
働

基
準

監
督

署
合

計
 /

 被
災

者
件

数
列

ラ
ベ

ル

行 ラ ベ ル

墜 落 、 転 落

転 倒
激 突

飛 来 、 落 下

崩 壊 、 倒 壊

激 突 さ れ

は さ ま れ 、 巻 き 込 ま れ
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令和元年から令和５年までの全産業における労働災害発生状況

総件数：702件 日光労働基準監督署
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令和元年から令和５年までの製造業における労働災害発生状況

総件数：148件 日光労働基準監督署
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日光労働基準監督署
合計 / 被災者件数 列ラベル

行
ラ
ベ
ル

墜
落

、
転
落

転
倒

激
突

飛
来

、
落
下

崩
壊

、
倒
壊

激
突
さ
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は
さ
ま
れ

、
巻

き
込
ま
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切
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、
こ
す
れ

交
通
事
故

（
道

路

）

動
作
の
反
動

、

無
理
な
動
作

踏
み
抜
き

交
通
事
故

（
そ

の
他

）

総
計

木材加工用機械 1 2 3
建設機械等 1 1 3 5
一般動力機械 2 2
動力運搬機 3 1 4
乗物 1 3 4
人力機械工具等 1 1 1 3 1 7
用具 3 3
その他の装置、設備 1 1
仮設物、建築物、構築物等 15 4 1 2 1 1 24 30.77%
荷 2 1 1 4
材料 2 3 2 2 1 10
環境等 1 3 2 6
起因物なし 1 1 2
金属加工用機械 2 2
その他の起因物 1 1
総計 23 10 3 6 4 6 9 9 5 1 1 1 78

29.49%

令和元年から令和５年の建設業における労働災害発生状況（事故の型・起因物）
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令和元年から令和５年までの建設業における労働災害発生状況

総件数：78件 日光労働基準監督署
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日光労働基準監督署
合計 / 被災者件数 列ラベル

行
ラ
ベ
ル

墜
落

、
転
落

転
倒

動
作
の
反
動

、
無
理
な
動
作

崩
壊

、
倒
壊

総
計

動力クレーン等 1 1

動力運搬機 3 2 5 20.00%

人力機械工具等 1 1

仮設物、建築物、構築物等 3 3 3 9 36.00%

荷 1 2 1 4

起因物なし 1 1

材料 1 1

乗物 1 1 2

その他の起因物 1 1
総計 6 7 11 1 25

24.0% 28.0% 44.0%

  

 

運
転
手

荷
役
作
業
員

管
理
・
事
務
員

総
計

機械荷役作業 2 1 3

人力荷役作業 10 1 1 12 48.00%

ドア等開閉作業 1 1

その他、不明 8 1 9
総計 21 3 1 25

84.00%

令和元年から令和５年の陸上貨物運送業における労働災害発生状況（事故の型・起因物）

★　陸上貨物運送業における職種と作業の種類別の労働災害の状況
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令和元年から令和５年までの陸上貨物運送業における労働災害発生状況

総件数：25件 日光労働基準監督署
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令和元年から令和５年までのその他の事業における労働災害発生状況

総件数：441件 日光労働基準監督署
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